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オンラインセミナー 
「RCEP・EPA の活用と実務における注意点」を開催します！ 

 
（公財）岐阜県産業経済振興センター（以下、「センター」という。）では、海外取引や輸

出入に関する知識習得を目的としたセミナーを開催します。 

本セミナーでは、近年利用が増加しつつある地域的な包括的経済連携（RCEP）協定・経済

連携協定（EPA）の概要に加え、輸入時に RCEP や EPA を利用する際の注意点やトラブル事例

を専門家から解説いただきます。 

セミナーを通じて、海外ビジネスに関するワンランク上の知識取得を支援します。 

 

記 

  

１   日 時 令和５年３月１５日（水）１４：００～１６：３０ 

 

２  開 催 方 法 オンラインセミナー（zoom によるライブ配信） 

 

３  講師・内容 

【第１部】１４：００～１５：００ 

「RCEP・EPA の制度と概要」 

講 師 名古屋税関 

内 容 

 ・ RCEP・EPA の概要、利用できる協定の確認方法、事後確認（検証）、質疑 

応答など 

    【休 憩】１５：００～１５：０５ 

【第２部】１５：０５～１６：００ 

「RCEP・EPA 利用時の注意点とトラブル事例」 

講 師 GTConsultant.net 後藤
ご と う

 俊郎
としろう

 氏 

内 容 

・ 利用時の注意点とトラブル事例、質疑応答など 

【第３部】１６：００～１６：１５ 

 「RCEP・EPA の利用の流れ」 

講 師 岐阜インランド・デポ連絡協議会 

【第４部】１６：１５～１６：３０ 

 「RCEP・EPA 相談窓口の紹介」 

講 師 名古屋税関、岐阜商工会議所 

 

４  参 加 費 無料 
 

令和５年１月１６日（月） 岐阜県発表資料  

担 当 課 担 当 係 担 当 者 電 話 番 号 

(公財)岐阜県産業経済振興センター 
経営支援部取引課

取引担当 
河合 早央里 

直通 058-277-1092 

F A X 058-273-5961 

県産品流通支援課 

 

海外展開係 青木 正幸 

内線 3812 

直通 058-272-8090 

F A X 058-278-3563 



５  対 象 海外取引に携わる県内中小企業等の担当者 
（貿易実務・海外取引に携わる方を対象とした内容です。） 

          
６  定 員 ５０名 （先着順） 
 
７  申 込 締 切 令和５年３月１３日(月)  

 

８  申 込 方 法 センターホームページのインフォメーション「RCEP・EPA の活用と実務に

おける注意点」のお申し込みフォームからお申し込みください。 

ＵＲＬ：https://www.gpc-gifu.or.jp/topics/2023011602/index.asp 

 

９  主催・共催 主 催：（公財）岐阜県産業経済振興センター 

       共 催：名古屋税関、ジェトロ岐阜、岐阜商工会議所、岐阜県商工会議 

           所連合会、岐阜インランド・デポ連絡協議会 

 

１０個別相談会 セミナー後、税関による個別相談会を開催。 

        日 時：３月２０日（月）１３：１０～１６：３０ 

                      （１社１時間、最大３社） 

        会 場：ＯＫＢふれあい会館（オンライン相談も可） 

        対 象：県内に事業所を有する中小企業等 

 

１１ 申込・問い合わせ先 

      （公財）岐阜県産業経済振興センター 経営支援部 取引課 取引担当 河合・細川 

     ＴＥＬ：０５８－２７７－１０９２ ＦＡＸ：０５８－２７３－５９６１ 

     Ｅ－ｍａｉｌ：torihiki@gpc-gifu.or.jp    

 

【zoom でのセミナー受講の流れ】 

 本セミナーはオンライン会議アプリ「zoom」 を利用して行います。ご受講に

はアプリの使用可否をご確認ください。 

【接続テスト用 URL】 https://zoom.us/test 

 お申込み後、受付確認のメールを送付します。2-3 日経っても確認メールが届

かない場合はご連絡ください。 

 開催日の前日に受講に関する案内メールを送信いたします。 

 当日、インターネットへの接続と音声出力が可能な PC 等をご用意ください。

開会 30 分前から接続可能です。 

 ご受講前に、ホームページに掲載された「ウェビナーご利用条件・免責事項」

をご確認ください。 

 

【講師紹介】 

GTConsultant.net 後藤 俊郎 氏 

 1974 年大蔵省（現財務省）入省（名古屋税関）。関税局輸入課（現業務課）、財

務省税関研修所教官、名古屋税関中部空港税関支署次長、西部出張所長、監視部長

を経て、2015 年に退官。その後、名古屋港の大手物流（通関、倉庫）業者に勤務

し、通関・保税現場に係る内部監査、社員教育等に従事。 

2019 年に独立し、「貿易・通関・保税コンサルタント」及び「行政書士」として

事業を展開。 

https://www.gpc-gifu.or.jp/topics/2023011602/index.asp
https://zoom.us/test

